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様式第1(第2条関係) 大多喜ガス株式会社

貸　　借　　対　　照　　表
（2022年12月31日現在）

(単位：円） (単位：千円）

25,515,724  2,919,865  

13,272,239  376,000

10,266,653 2,291,302

2,617,833 250,307

274,329 2,256

113,423 流動負債 11,738,427

241,510  1年以内に期限到来の固定負債 241,000

26,420 買掛金 9,166,041  

215,090 未払金 848,584

12,001,974  未払費用 170,571

110,226 未払法人税等 509,745

713,140 前受金 87,859

10,278,414 預り金 312,929

16,362 関係会社短期債務 22,885

851,184 その他流動負債 4

53,691 附帯事業流動負債 378,807

△ 21,044 負　　債　　合　　計 14,658,292  

18,787,013  

6,630,015 29,639,821  

8,479,113 資本金 2,244,000  

1,726,973 資本剰余金 2,062,990

61,714 資本準備金 2,012,990  

18,265 その他資本剰余金 50,000

66,981 利益剰余金 25,332,831

106,287 利益準備金 131,746

933,380 その他利益剰余金 25,201,084  

142,793 固定資産圧縮積立金 10,963

631,501 別途積立金 23,191,000

△ 10,015 繰越利益剰余金 1,999,121

 評価・換算差額等 4,622

 4,622

純　資　産　合　計 29,644,444  

資　　産　　合　　計 44,302,737  負 債 ・ 純 資 産 合 計 　 44,302,737  

 

関係会社売掛金

製品

未収入金

その他有価証券評価差額金

貯蔵品

前払費用

関係会社短期債権

その他流動資産

 

附帯事業流動資産

貸倒引当金

（ 純 資 産 の 部 ）流動資産

株主資本

売掛金

繰延税金資産

現金及び預金

貸倒引当金

附帯事業投資等

関係会社投資

関係会社長期貸付金

長期前払費用

その他無形固定資産

投資その他の資産

投資

建設仮勘定

無形固定資産

借地権

供給設備 退職給付引当金

附帯事業設備 その他固定負債

業務設備 ガスホルダー修繕引当金

固定資産 固定負債

有形固定資産 長期借入金

科　　　　　　目 金　　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

科　　　　　　目 金　　　額



様式第2(第2条関係) 大多喜ガス株式会社

損　 益　 計　 算　 書
2022年  １月 １日から
2022年 12月31日まで

(単位：千円)

80,848,978

247,956 81,096,934

14,109

71,390,681

8,605

18,265 71,377,919

9,719,015

7,823,010

1,896,004

2,085,383

1,990,987

附帯事業収益 3,811,312

附帯事業費用 3,761,409

2,040,303

200,645

63,986

33,557

13,294 311,484

5,912

402

4 6,319

2,345,468

4,463

3,024 7,488

5,821

2,173 7,995

2,344,962

760,069

△ 55,793 704,276

1,640,685

営業利益

受取利息

供給販売費及び一般管理費

事業利益

営業雑費用

金　　額

ガス事業売上高

事業者間精算収益

売上総利益

期末たな卸高

売上原価

期首たな卸高

当期製品仕入高

当期製品自家使用高

科　　　目

ガス売上

営業外収益

営業雑収益

支払利息

受取賃貸料

受取配当金

雑収入

営業外費用

法人税等調整額

経常利益

雑支出

寄付金

投資有価証券売却益

固定資産売却益

特別損失

特別利益

税引前当期純利益

固定資産除却損

減損損失

法人税等

当期純利益

（ ）



様式第4(第2条関係) 大多喜ガス株式会社

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
a. 子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法に基づく原価法
b. その他有価証券

② たな卸資産の評価基準及び評価方法
a. 製品

 総平均法に基づく原価法
（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

b. 貯蔵品
 主として総平均法に基づく原価法
（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

② 無形固定資産

③ 長期前払費用

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

② 退職給付引当金

③ ガスホルダー修繕引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産
更生債権等につきましては、個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

球形ガスホルダーの定期修繕費用の支出に備えるため、次回修繕見積額を次回修繕までの期間で均等配分し計
上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、計上しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額
法により按分した額を費用処理しております。

注　記　表

2022年１月１日から
2022年12月31日まで

均等償却しております。
なお、償却期間につきましては、法人税法に基づく方法と同一の基準によっております。

定額法によっております。
なお、耐用年数につきましては、法人税法に基づく方法と同一の基準によっております。
ただし、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につきまして
は定額法、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につきましては定額法によっております。
なお、耐用年数につきましては、法人税法に基づく方法と同一の基準によっております。

市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法・・・

・・・
市場価格のない株式等
以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております）



様式第4(第2条関係) 大多喜ガス株式会社

(4) 収益及び費用の計上基準
① 都市ガス事業に係る収益

② ＬＰガス事業及び電力事業に係る収益

③ 器具販売事業に係る収益

④ 工事契約等に係る収益

(5) 記載金額は、千円未満を切り捨てております。

２. 貸借対照表に関する注記
(1) 固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 千円
無形固定資産 千円

(2) 工事負担金等に係る取得価額の直接圧縮累計額
有形固定資産 千円

３. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
　営業取引による取引高
　　売上高 千円
　　仕入高 千円
　営業取引以外による取引高 千円

４. 税効果会計に関する注記

671,840
14,248,627

17,642,730

2,464,316
51,493,683

都市ガス事業においては、都市ガスの販売をしており、契約期間にわたり供給義務が発生し、供給の都度履行
義務が充足されますが、ガス事業会計規則に基づき検針日基準により収益を認識しております。

ＬＰガス事業及び電力事業においては、主にＬＰガス、電力の販売を行っており、契約期間にわたり供給義務
が発生し、供給の都度履行義務が充足されることから、顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。な
お、電力事業の再生可能エネルギー発電促進賦課金については、当該賦課金は第三者のために回収する金額に
該当することから取引価格には含めず、顧客から受け取る対価の額から当該他の当事者に支払う額を控除した
純額により算定しております。

器具販売事業の収益の計上は、製品又は商品の販売について、顧客との契約の中で据付を必要としない製品又
は商品は引渡時点に、また、顧客との契約の中で据付を必要とする製品又は商品は据付が完了した時点に、顧
客が当該製品又は商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該時点において収益を認識
しております。

都市ガス事業、ＬＰガス事業等における工事契約等に係る収益については、履行義務の充足に係る進捗度を見
積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積
りの方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。なお、工期が短い工事契約等は、完
全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

1,292,520

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、固定資産圧縮積立金
によるものであります。



様式第4(第2条関係) 大多喜ガス株式会社

５. 関連当事者との取引に関する注記

(1)当社の親会社及び主要株主（会社等に限る）等

（注）

(2)関連会社等

（注） 1

2 取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注） 1

2 共同支配企業であります。

６. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 円 80 銭
１株当たり当期純利益 円 76 銭

上記金額のうち「取引金額」は消費税等を含まず、「期末残高」は消費税等を含めて表示し
ております。

ガスの販売等については、当社から提示した価格を基に、市場価格を勘案し交渉のうえ、決
定しております。

科目

1,726,955関連会社
五井コースト
エナジー㈱

(所有)
直接31.57

ガスの販売、
電気の委託製
造及び販売等

取引条件ないし取引条件の決定方針等
資金の預入については、預入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
なお、取引が反復的に行われているため、取引金額は期中の平均残高を記載しております。

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

利息の
受取

取引条件ないし取引条件の決定方針等
資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
なお、取引が反復的に行われているため、取引金額は期中の平均残高を記載しております。

関係会社長
期貸付金及
び関係会社
短期債権

資金の
貸付

10,464,861

103

議決権等の所
有(被所有)割

合(%)

関連当事者と
の関係

関連会社

199,533 38,272

なのはなパイ
プライン㈱

期末残高
(千円)

種類

期末残高
(千円)

取引金額
(千円)

取引の
内容

14,186,396

（被所有）
直接100.0

Ｋ＆Ｏエナ
ジーグループ
㈱

種類 会社等の名称

経営指導、業
務の委託等、
役員の兼任

取引の
内容

親会社
資金の
預入

1,708,333 －

取引の
内容

取引金額
(千円)

議決権等の所
有(被所有)割

合(%)

関連当事者と
の関係

－

種類 会社等の名称

1,874

会社等の名称
議決権等の所
有(被所有)割

合(%)

関連当事者と
の関係

資金の援助
(所有)

直接50.0

11,171,214

ガスの
販売等

関係会社
売掛金

科目

関係会社短
期債権


